
Ⅲ　一般会計等

（単位：百万円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 1,257,943   固定負債 886,325
    有形固定資産 1,092,844     地方債 795,119
      事業用資産 256,256     長期未払金 45
        土地 139,765     退職手当引当金 91,121
        立木竹 2     損失補償等引当金 35
        建物 268,387     その他 5
        建物減価償却累計額 -161,486   流動負債 66,151
        工作物 8,569     １年内償還予定地方債 56,428
        工作物減価償却累計額 -3,174     未払金 157
        船舶 1,897     未払費用 -
        船舶減価償却累計額 -818     前受金 -
        浮標等 44     前受収益 -
        浮標等減価償却累計額 -44     賞与等引当金 7,926
        航空機 -     預り金 1,640
        航空機減価償却累計額 -     その他 -
        その他 - 負債合計 952,476
        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 3,113   固定資産等形成分 1,284,083
      インフラ資産 826,949   余剰分（不足分） -936,145
        土地 356,063
        建物 14,319
        建物減価償却累計額 -8,107
        工作物 697,941
        工作物減価償却累計額 -276,487
        その他 -
        その他減価償却累計額 -
        建設仮勘定 43,219
      物品 19,295
      物品減価償却累計額 -9,656
    無形固定資産 530
      ソフトウェア 527
      その他 3
    投資その他の資産 164,569
      投資及び出資金 105,821
        有価証券 -
        出資金 105,820
        その他 0
      投資損失引当金 -
      長期延滞債権 1,221
      長期貸付金 17,554
      基金 40,051
        減債基金 20,454
        その他 19,598
      その他 -
      徴収不能引当金 -78
  流動資産 42,471
    現金預金 15,844
    未収金 490
    短期貸付金 1,383
    基金 24,758
      財政調整基金 16,878
      減債基金 7,880
    棚卸資産 27
    その他 -
    徴収不能引当金 -31 純資産合計 347,938
資産合計 1,300,414 負債及び純資産合計 1,300,414

※端数調整の関係から数値が一致しないことがあります。

１　一般会計等貸借対照表
（令和4年3月31日現在）



年度末時点の資産、負債、純資産の残高及び内訳を表したものです。

資産合計は1兆3,004億円で、そのうち道路・河川などの土地や工作物といったインフラ資産

が8,269億円、庁舎・学校などの土地や建物といった事業用資産が2,563億円となっています。

負債合計は9,525億円で、翌々年度以降に償還予定の地方債や退職手当引当金などの固定負債

が8,863億円、翌年度に償還予定の地方債などの流動負債が662億円となっています。

資産合計と負債合計の差額である純資産は3,479億円となっています。

〈補足説明〉

○事業用資産：インフラ資産及び物品以外の有形固定資産を計上しています。

○インフラ資産：有形固定資産のうち道路、河川、港湾、公園などを計上しています。

○建設仮勘定：年度をまたがって行われる建設工事等にかかる支出を計上しています。

○長期延滞債権：収入未済額のうち、滞納繰越分（当初調定年度が前年度以前のもの）を計上

しています。

○未収金：収入未済額のうち、現年分（当初調定年度が当該年度のもの）を計上しています。

○棚卸資産：売却を目的として保有している資産を計上しています。

○徴収不能引当金：過去5年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。

○長期未払金：債務負担行為に基づく支出予定額のうち、過年度に国が実施した国営土地改良

事業に関する負担金など、事業完了後に支出するものの翌々年度以降の支出予定額を計上し

ています。なお、翌年度支出予定額は、未払金に計上しています。

○退職手当引当金：年度末において、年度末退職者を除く全職員が退職したと想定した場合に

必要となる退職手当の総額を計上しています。

○賞与等引当金：翌年度支払予定の期末手当・勤勉手当について、支給対象期間のうち当年度

に係る金額を引当金として計上します。具体的には、次年度の6月に支給する賞与は、当該年

度の12月から翌年5月に対する支給であることから，当該年度の負担分にあたる4カ月分（12

～3月）を引当金として計上しています。



（単位：百万円）

※端数調整の関係から数値が一致しないことがあります。

２　一般会計等行政コスト計算書
自　令和3年4月1日
至　令和4年3月31日

科目 金額

  経常費用 402,181
    業務費用 193,949
      人件費 120,213
        職員給与費 100,495
        賞与等引当金繰入額 7,926
        退職手当引当金繰入額 7,623
        その他 4,168
      物件費等 68,675
        物件費 30,576
        維持補修費 16,528
        減価償却費 21,571
        その他 -
      その他の業務費用 5,061
        支払利息 4,249
        徴収不能引当金繰入額 4
        その他 808
    移転費用 208,232
      補助金等 192,545
      社会保障給付 7,298
      他会計への繰出金 8,033
      その他 356
  経常収益 16,688
    使用料及び手数料 6,321
    その他 10,367
純経常行政コスト 385,493
  臨時損失 935
    災害復旧事業費 250
    資産除売却損 686
    投資損失引当金繰入額 -
    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 -
純行政コスト 385,642

    その他 -
  臨時利益 787
    資産売却益 787

年度中の資産形成につながらない行政サービス提供にかかる費用と収益を表したも

のです。

人件費など毎年度経常的に発生する経常費用は4,022億円、行政サービスへの対価

である使用料や手数料などの経常収益は167億円で、経常費用から経常収益を引いた

純経常行政コストは3,855億円となっています。これに災害復旧事業費など臨時に発

生する臨時損失と資産売却益など臨時に発生する臨時利益の差額を加えた純行政コス

トは3,856億円となり、この不足部分については、県税・地方交付税などの一般財源

や国庫支出金などで賄うことになります。



（単位：百万円）

固定資産
等形成分

余剰分
(不足分)

前年度末純資産残高 302,287 1,264,599 -962,312
  純行政コスト（△） -385,642 -385,642
  財源 431,857 431,857
    税収等 333,350 333,350
    国県等補助金 98,507 98,507
  本年度差額 46,215 46,215
  固定資産等の変動（内部変動） 20,051 -20,051
    有形固定資産等の増加 39,968 -39,968
    有形固定資産等の減少 -20,496 20,496
    貸付金・基金等の増加 6,444 -6,444
    貸付金・基金等の減少 -5,864 5,864
  資産評価差額 - -
  無償所管換等 -567 -567
  その他 3 - 3
  本年度純資産変動額 45,651 19,484 26,167
本年度末純資産残高 347,938 1,284,083 -936,145

※端数調整の関係から数値が一致しないことがあります。

３　一般会計等純資産変動計算書
自　令和3年4月1日
至　令和4年3月31日

科目 合計

年度中の純資産の変動や年度末残高を表したものです。

３年度中、行政コスト計算書で算出される純行政コスト（3,856億円）は県税や地方交付税などの

一般財源や国庫支出金などの財源で賄えており、３年度末の純資産残高は3,479億円となっています。

〈補足説明〉

純資産変動計算書の純行政コストは、行政コスト計算書の純行政コストと一致します。また、固定

資産等形成分及び余剰分（不足分）の本年度末残高は、それぞれ貸借対照表の純資産の部における各

表示区分と一致します。



（単位：百万円）

※端数調整の関係から数値が一致しないことがあります。

４　一般会計等資金収支計算書
自　令和3年4月1日
至　令和4年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 385,893
    業務費用支出 177,661
      人件費支出 125,500
      物件費等支出 47,104
      支払利息支出 4,249
      その他の支出 808
    移転費用支出 208,232
      補助金等支出 192,545
      社会保障給付支出 7,298
      他会計への繰出支出 8,033
      その他の支出 356
  業務収入 381,878
    税収等収入 333,723
    国県等補助金収入 31,576
    使用料及び手数料収入 6,274
    その他の収入 10,305
  臨時支出 250
    災害復旧事業費支出 250
    その他の支出 -
  臨時収入 50,465
業務活動収支 46,200
【投資活動収支】

  投資活動支出 96,042
    公共施設等整備費支出 39,078
    基金積立金支出 18,150
    投資及び出資金支出 0
    貸付金支出 38,813
    その他の支出 -
  投資活動収入 58,881
    国県等補助金収入 16,466
    基金取崩収入 2,574
    貸付金元金回収収入 39,285
    資産売却収入 557
    その他の収入 -
投資活動収支 -37,161
【財務活動収支】

  財務活動支出 86,869
    地方債償還支出 86,869
    その他の支出 -
  財務活動収入 77,701
    地方債発行収入 77,701

前年度末歳計外現金残高 1,555
本年度歳計外現金増減額 123
本年度末歳計外現金残高 1,679
本年度末現金預金残高 15,844

    その他の収入 -
財務活動収支 -9,168
本年度資金収支額 -128
前年度末資金残高 14,294
本年度末資金残高 14,166

年度の資金収支の状況を活

動区分ごとに表したものです。

３年度については、人件費

や補助金などの業務活動収支

は462億円の黒字、公共施設

等整備費や貸付金などの投資

活動収支は372億円の赤字、

県債などの財務活動収支は91

億円の赤字となり、その結果、

３年度の資金収支額は1億円

の赤字で、年度末資金残高は

142億円となっています。


